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PC桟橋上部工の破壊過程に関する載荷実験
染谷　望＊1・川端　雄一郎＊2・加藤　絵万＊3・村上　裕幸＊4

1．は じ め に

プレストレストコンクリート（PC）桟橋上部工は，プ
レキャスト PC桁を間詰めコンクリートと横方向プレスト
レスによって一体構造とし，これを鋼管杭で支持された受
け梁上で連結した構造である 1）。PC主桁間および受け梁
を連結する連結部では，それぞれの主桁端部から突出する
鉄筋（連結鉄筋）を重ね継手で連結し，上下部剛結の連続
ラーメン構造とするのが一般的である。PC桟橋は地震動
に対する変位抑制効果に優れるため，耐震強化施設で多く
採用されている。
ここで，港湾の技術基準（港湾の施設の技術上の基準・
同解説，以下，港湾基準と称する）は，平成 19年に性能
規定化が導入され，施設の耐震設計手法が大きく変わった。
東日本大震災などの教訓を踏まえて，また，南海トラフ，
首都直下型地震に対応すべく平成 30年に改訂された港湾
基準では，耐震設計がさらに見直されるとともに，港湾の
利用可否の判定調査などが参考技術資料として取りまとめ
られた。耐震強化施設では発災後の緊急物資輸送または幹
線貨物輸送が求められることから，発災後，早期に施設の
利用可否を判断可能な技術が必要とされているが，技術開
発はいまだ途上段階である。

PC桟橋では，地震動が作用した場合，主桁間の連結部
（図 - 1）で曲げモーメントがもっとも大きくなる。この
ため，連結部が所定の曲げモーメントに対して十分に剛に
挙動するよう連結鉄筋を十分に配置する必要があるが，近
年の入力地震動の増大に伴う鉄筋量の増加に伴い，過去の
設計例よりも桁端部を大型化する事例が見られている。例
として，図 - 2に本稿で実施した実験の参考とした PC主
桁の側面図および主桁端部とスパン中央部（標準部）の断

面図を示す。断面図より，スパン中央の桁高が 600 mmで
あるのに対して，桁端部は 1 050 mmであり，鉄筋の配置
に約 2倍の桁高が必要となっていることが分かる。このよ
うな主桁内の断面急変は過度な応力集中などを発生させ，
設計では想定していなかった破壊モードを招くおそれがあ
る。このため，施設の利用可否判断に資するデータを取得
するためにも，現行の港湾基準で設計される PC桟橋上部
工の破壊過程を把握することが必要とされている。
以上の背景から，本稿では，PC桟橋上部工の地震時の
破壊過程を把握することを目的として，図 - 1に示す主
桁および連結部を対象とした実物大試験体の正負交番曲げ
載荷試験を実施した結果を報告する。

2．実 験 概 要

2.1　試験体概要
図 - 3に試験体の形状および寸法を示す。試験体は，

ある実際の PC桟橋上部工を参考にして，主桁スパン中央
までをモデル化したプレキャスト PC桁 2体と，それらを
連結する連結部をモデル化している。試験体の全長は
12 750 mmであり，PC桁の長さは試験体左右ともに 4 875  
mm，連結部は 3 000mmである。PC桁および連結部の配
筋は，参考とした PC桟橋上部工と同様とした。また，同

PC桟橋は地震動に対する変位抑制効果に優れるため，耐震強化施設で多く採用されている。耐震強化施設では，発災後の
緊急物資輸送が求められることから，発災後早期の利用可否判断が要求されることとなる。ここで，PC桟橋上部工では，主
桁間の連結部で曲げモーメントがもっとも大きくなるため，主桁間の連結部では曲げモーメントの伝達を確保するための連結
鉄筋を配置する必要がある。現在，入力地震動の増加による鉄筋量の増加に伴い，過去の設計例よりも PC主桁端部（ハンチ）
を大型化する事例が見られている。
本稿では，現行の技術基準により設計された PC桟橋上部工の地震時の破壊過程を把握することを目的として，PC主桁お
よび連結部を対象とした実物大試験体の正負交番曲げ載荷試験を実施した結果を報告する。
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図 - 1　PC桟橋上部工の概要と載荷試験対象部位
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じく図 - 3に，後述する正負交番曲げ載荷試験における
変位および鉄筋ひずみの計測箇所を示す。ひずみは，PC
桁では連結鉄筋，PC鋼より線，およびせん断補強筋，連
結部では受け梁から立ち上げた鉄筋にて計測した。また，
載荷による PC桁の変位は，各 PC桁の載荷点の下面に 2
箇所ずつ設置した。
試験体の作製の流れを図 - 4に示す。まず，受け梁を
作製したのち，PC桁を受け梁上に架設し，その後，PC桁
間の連結部にコンクリートを打込むことで一体化させた。
これらは実際の PC桟橋の施工工程と同じである。
表 - 1に載荷試験時のコンクリートの物性値を，表 - 2

に鉄筋や PC鋼より線の物性値（実測）を示す。本実験で

用いたコンクリート，鉄筋および PC鋼より線は，一般に
PC桟橋上部工で用いられるそれらと同程度のものを用い
た。
2.2　実 験 方 法
図 - 5に正負交番曲げ載荷試験の状況を示す。各 PC桁

について，試験体中央から 6 075 mm（連結部側の PC桁端
部から 4 575 mm）の位置に，正負交番で鉛直方向の荷重
を与えた。載荷位置は通常の PC桟橋上部工の支間中央付
近を想定して設定しており，地震時の PC桟橋上部工の水
平変位を模擬するため，北側の PC桁（以降，N桁）と南
側の PC桁（以降，S桁）で逆方向の荷重を同時に与えた。
たとえば，N桁を＋方向（下向き）に載荷する場合，同時
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⒝　桁端部断面図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ⒞　桁標準部断面図

図 - 2　PC主桁の側面図及び断面図の一例

⒜　桁側面図
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図 - 3　試験体の形状・寸法および計測箇所（単位：mm）

連結部打込み　　　　　　　　　　　　　　　　　試験体完成

図 - 4　試験体の作製
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【施工の流れ】
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表 - 1　コンクリートの物性値

圧縮強度（N/mm2） ヤング係数（kN/mm2）
PC桁 53.8 37.2
連結部 38.5 34.4
受け梁 38.9 30.3

表 - 2　鉄筋およびPC鋼より線の物性値

種類 引張強さ
（N/mm2） 種類 引張強さ

（N/mm2）
D10 568 D32 552
D13 576 D32（ねじ節鉄筋） 579
D19 569 D35 557
D22 576 D35（ねじ節鉄筋） 584
D25 568 SWPR7BL 1S15.2 1 975
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に，S桁を－方向（上向き）に載荷した。
載荷試験にあたっては，まず N桁を＋方向に，S桁を－

方向に同時に載荷し，N桁の引張側の PC鋼より線または
連結鉄筋のひずみが降伏ひずみに達した時点の鉛直変位を
＋1δy-Nとした。次に，N桁を－方向に，S桁を＋方向に
同時に載荷し，S桁の引張側の PC鋼より線または連結鉄筋
のひずみが降伏ひずみに達した時点の鉛直変位を－1δy-S

とした。これら＋1δy-Nと－1δy-Sの平均を，基準降伏変
位 1δyとして設定した。そののち，降伏変位を＋2δy，－
2δy，＋3δy，－3δy…とした正負交番載荷を実施し，各載
荷ステップでひび割れ発生状況を確認した。なお，以降で
は，【＋nδy】は N桁を＋方向に nδy，S桁を－方向に nδy

変位させた場合を，【－nδy】は N桁を－方向に nδy，S桁
を＋方向に nδy変位させた場合を示す。いずれの桁につ
いても，荷重の著しい低下，または，桁あるいは連結部に
著しい損傷が認められた時点で載荷を終了した。なお，対
象構造物の設計計算によれば，PC主桁の断面変化部で曲
げ破壊を生じる。

3．実 験 結 果

3.1　荷重 - 変位関係
図 - 6に，荷重－変位関係を示す。初回降伏変位は N

桁で＋1δy-N = 23.19 mm（荷重 250 kN），S桁で－1δy-S＝
21.83 mm（荷重 228 kN）であり，いずれも引張側の PC鋼
より線のひずみが降伏ひずみに達した時点であった。これ
らの平均である 22 mmを以降の基準降伏変位 1δyとした。

N桁では，＋2.7δyで最大荷重 357 kNを示し，そののち，
＋3.3δyで下部の圧壊（図 - 7⒜）により荷重が低下した
ため，載荷を終了した。S桁では，＋3.0δy以降は－方向
への単調載荷としたところ，＋4.4δyで最大荷重 448kNを

示し，＋5.0δyで上部の圧壊が生じた。その後も載荷を継
続したところ，＋6.8δyにおいて図 -7⒝に示すように S
桁の端部から標準断面へ変化する位置（図 - 3に示す断
面変化部）にひび割れの進行が確認された。
表 - 3に，PC桁の標準断面での設計曲げ耐力と，実験
で得た最大曲げモーメントの比較を示す。なお，設計曲げ
耐力の算定にあたっては，材料特性値として実測値を用い
ており，部分係数は考慮していない。最大曲げモーメント
と設計曲げ耐力の比は N桁では 1.06，S桁では 1.04となり，
設計曲げ耐力と最大曲げモーメントはほぼ同程度であっ
た。また，連結部の損傷は小さく，現行の設計法での連結
部は十分な耐力を有することが確認された。
3.2　PC桁および連結部のひずみ分布
図 - 8に，代表的な載荷ステップにおける PC桁上部と

連結部上部の鉄筋，および PC桁下部の PC鋼より線と連
結部下部の鉄筋のひずみ分布を示す。
図 - 8⒜に示す試験体上縁側の鉄筋では，N桁の初回

降伏時（＋1δy-N）は，断面変化部の引張ひずみが降伏ひ
ずみに達した。一方，S桁では断面変化部の圧縮ひずみが
－340μとなった。載荷ステップの進行に伴って，N桁の
断面変化部の引張ひずみ，S桁の断面変化部の圧縮ひずみ
は増加した。なお，載荷終了時においても，連結部上部の
鉄筋ひずみは降伏ひずみに達していなかった。
図 - 8⒝に示す試験体下縁側の PC鋼より線および鉄筋
について，N桁では載荷ステップの進行に伴って断面変化
部において圧縮ひずみが増加した。S桁の断面変化部では，
＋2.0δyまで引張ひずみが増加し，＋2.7δyでは圧縮ひず
みに転じた。以上のひずみ分布より，N桁および S桁のい
ずれも断面変化部に応力が集中していたことが考えられ
た。また，同図には示していないが，受け梁から立ち上げ
た連結部の鉄筋については，N側では－2.0δy時に，S側

－500

－400

－300

－200

－100

0

100

200

300

400

500

－160 －120－80 －40 0 40 80 120 160
－500

－400

－300

－200

－100

0
100

200

300

400

500

－160 －120 －80 －40 0 40 80 120 160

変位（mm） 変位（mm）

荷
重（

kN
）

荷
重（

kN
）

＋2.7δy

＋4.4δy

⒜　N　桁　　　　　　　　　　　　　　　　　 ⒝　S　桁
図 - 6　荷重 - 変位関係図 - 5　正負交番曲げ載荷試験

油圧ジャッキ

ロードセル

PC桁

⒜　N 桁 ＋3.3δy　　　　　　　　⒝　S 桁 ＋6.8δy

図 - 7　PC桁の圧壊

圧壊

圧壊
表 - 3　PC桁標準断面における設計曲げ耐力と

最大曲げモーメントの比較

＋方向 －方向
設計耐力（kN・m） 1 038 1 320

最大曲げM（kN・m） 1 098
（N 桁）

1 378
（S 桁）

実測 /設計耐力 1.06 1.04
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では＋2.0δy時に降伏ひずみに達していることが確認され
た。
3.3　試験体の破壊状況
図 - 9に，載荷試験終了後の PC桁，連結部，および受
け梁のひび割れ状況を示す。連結部でひび割れの発生本数
は少なく，ひび割れ幅も小さかった。N桁および S桁では，
いずれも断面変化部に集中的にひび割れが発生していた。
ここで，平成 11年の港湾基準に基づいて設計された PC

桟橋上部工について本稿と類似の正負交番載荷試験を実施
した大柳らの研究 2）では，＋方向載荷時に PC桁の断面変
化部に曲げ破壊が生じており，本稿の N桁と破壊状況は
一致した。一方で，－方向載荷により終局に至った PC桁
試験体では，連結部と PC桁端部の境界における下部鉄筋
の抜け出しにより荷重の低下が生じており，本稿における
S桁の結果とは異なった。大柳らの研究で用いた試験体は，
本稿と比較して PC桁端部での断面変化は小さい（標準断
面高さ 650 mm，桁端部断面高さ 750 mm）。本稿の試験体
は，過去の基準により設計された PC桁および連結部と比
較して連結鉄筋の配筋量を増加させているため，主桁端部
の断面が大きくなり，かつ端部から標準断面への変化が急
勾配となっている。このため，とくに，－方向の載荷にお
いて既往の研究と破壊形態が異なったと考えられる。

4．ま　と　め
本稿では，地震動による PC桟橋上部工連結部の破壊過
程の把握を目的として，実物大の試験体の正負交番載荷試
験を実施した。その結果，現行の港湾基準により設計した
PC桟橋上部工の PC桁に鉛直方向の荷重を負荷した場合，
上向きおよび下向きのいずれの載荷方向においても，PC
桁の断面変化部での曲げ破壊が生じた。本稿の範囲では，
いずれの載荷方向においても，実測曲げ耐力は設計曲げ耐
力と同程度となった。また，下向きの荷重を負荷した場合
の方が，上向きの荷重を負荷した場合よりも耐荷力および
変形性は向上するが，一方で，上向きの荷重を負荷した場
合の PC桁の曲げ破壊以前に，受け梁から立上げた鉄筋が
降伏ひずみに達する可能性があることが分かった。
今後，有限要素解析などを用いて PC桟橋上部工の破壊
過程をより詳細に把握するとともに，発災後の利用可否判
断のための点検診断箇所や，損傷の程度を効率的に把握す
るためのセンサの設置箇所などを検討する予定である。
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⒜　上縁側のひずみ分布　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⒝　下縁側のひずみ分布

図 - 8　PC桁下部のPC鋼より線と連結部下部の鉄筋のひずみ分布

（N桁）　　　　下面　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 上面　　　　　下面　　　（S桁）
図 - 9　載荷試験終了後のPC桁，連結部および受け梁のひび割れ状況（あおり補正なし）
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